
第１号様式（付表１） 

 

申告書 

 

該当する□にレ点し、    に該当する業種や数字を記入してください。 

 

□ 法人であれば市内に本社がある又は法人市民税を納付している、個人事業者であれば市内に 

代表者の住所がある。 

 

□ 市内に店舗、作業所、事務所などを有している。 

 

□ 対象業種である     大分類                 

               

              中分類                 

 

 

□ 減少月 令和３年    月 ※対象となる月を記入ください。 

 

 

□ 減少率         ％      減少額          円 

       （20％以上）            （10万円以上）   

 

□ 上記減少額が 10万円未満の場合 

 

前年の総売上(事業収入)  －  (20％以上減少した月の売上 × 12ヵ月) 

 

            －   (                            × 12)  

  

計算式の減少額            円    

            （10万円以上） 

     確認印 

 
 

商工会議所                  印 

 

 

市商工労働課                 印  


